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 被差別部落 （狭義の）スラム 朝鮮人集住地区 
流入元 農村部落 近郊農村 朝鮮済州島・朝鮮半島 

















































































































































































































































































































広げることができた。2006 年 4 月から 2008 年 3 月までの 2 年間は定期的に東松ノ木団地
における会食会にボランティアとして参加し、特定非営利活動法人のスタッフおよび住民
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第 1章 「複合的不利地域」の原型としての都市下層の形成 
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表１－１ 戦前の大阪における不良住宅地区の類型 （再掲） 
 被差別部落 （狭義の）スラム 朝鮮人集住地 
流入元 農村部落 近郊農村 朝鮮済州島・朝鮮半島 









































たものが 1917 年には 19.35 円、1918 年には 31.82 円と跳ね上がった。そして米相場の騰
貴はいよいよ庶民の生活を圧迫し、同年富山県魚津で漁民の妻たちが米の県外船籍中止を













る救済事業調査会は 1918 年に設置されていたが、1921 年には社会事業調査会となった。
調査会の答申にもとづき公設市場や簡易食堂、公益質屋、公営住宅、公営浴場などが生活
困難への対策として設置された。 























































































































おいて「8 時間労働及び一週 48 時間制度」を提唱し、組織的サボタージュ戦術を遂行、8
時間労働を獲得。ここにはセツルメント運動の雄である賀川豊彦がかかわっていた。 
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第 2章 地域福祉は「複合的不利地域」を捉えたのか 



























































第 2節 同和対策事業と地域福祉 
（１）同和地区における隣保館の設立と増加  














                           
















































































































































































































































表 2－1 大阪府コミュニティソーシャルワーカーが対応した事例の概要 













































































































































 （内田 2010）                                        
表 2－2 同和地区のコミュニティディベロップメントの変容タイプ 
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牧里毎治編著（1985）『地域福祉講座 6 組織化活動の方法』中央法規 






















第 3章 東九条における複合的課題の集積 

































                 高野 （2010：12） 
























































































    
 




図 3－3 町別外国籍住民割合 
 





























                           
２）以下の文献に詳しい。宇野豊（2001）「京都東九条における朝鮮人の集住過程（一）」『研究紀要』





































































































京都市はこれ以後、1985 年 10 月に「東九条地区整備に関する調査報告書」、1993 年 1










これをうけて 1972 年に南岩本町に隣保館に準ずる施設としての京都市生活館が、1978 年
に公設民営の山王保育所が開設されたが住環境改善自体は進まなかった。 
地域の密集居住の状況は変わらず 1980 年代にはいっても火災はつづき、1982 年の老朽
木造アパートの火災では死者がでた。これをうけて京都市役所内に東九条改善対策協議会












写真 4－2 移転後廃屋になった診療所   写真 4－3 診療所の取り壊し後の空き地 
     
                           
7）戦後の東九条の歴史、これまでのまちづくりの経緯については『東九条を知るために』（発行：
特定非営利活動法人東九条まちづくりサポートセンター）に詳しい。また特に 4 ケ町にまちづくり






図 3－5 京都市東九条地区事業計画概要図（住宅市街地総合整備事業） 
58 
 



























図 3－6  東九条における主な地域課題の変遷 
 







































































住宅 ① 安価で低質なアパート群 
② 低所得層向けの公営住宅 






















































                           





表 3－5 東九条にある公的住宅 
   住宅名 戸数 建設年 元学区 
市営住
宅 
①  岩本市営住宅 64戸 1982年 
山王 
②  東九条市営住宅 79戸 1995年 
③  南岩本市営住宅 50戸 2002年 
④  高瀬川南市営住宅 75戸 2004年 
⑤  東岩本市営住宅 85戸 2011年 
⑥  南烏丸市営住宅 334戸 1985年 東和 




松ノ木町団地 701戸 1976年 
 
 


























































































































































“ネット右翼”と呼ばれる存在である。2009 年 12 月には東九条の南隣にある京都朝鮮第
一初級学校で、2010 年 3月には東九条の東部を南北に縦断する須原通で「在日特権を許さ
ない市民の会（以後、在特会）」という地域外の市民グループによる民族排外デモがおこな

































                           
９）『京都・東九条 CAN フォーラム ニュースレター４号』 2010 年 6 月 6 日発行 
10）デイサービス関係者からの聞き取り 































循環の過程で堆積・沈殿」していると指摘している。更に男子は 70 歳以上、女子では 60
歳以上になると急速に比率が下がるのは「さきの沈殿から淘汰過程に転じ、急激に死に追










表 3－6 1980 年代の 4ヶ町における高齢者の状況 
 人口 人口総数に占める
65歳以上の割合 総数 65 歳以上 
４カ町 2,043人 316 人 15.47% 
南区 101,713 10,072 9.9 
全市 1,473,065 153,107 10.4 
全国 117,060,396 10,647,356 9.1 
政令指定都市平均 ------ ------ 7.8 

















つことになる。1985 年、そして 1993 年調査において、生活に困窮する単身高齢者が多い
が認識された結果、積極的な高齢者施策にむけて、東九条のまちづくりは高齢者福祉とい
うテーマにシフトしていくことになる。 
第 4 章で詳細について述べるが京都市健康都市構想により 1995 年、西岩本町に京都市
初の公設民営の総合福祉施設のぞみの園が建設される。在宅介護支援センターが併設（そ 
の後、東九条地域包括支援センターに移行）、その後の東九条の高齢者福祉の核施設になっ
ている。   
 




                           




























































が再確認できた。まず、在日コリアンの割合が 24.6％と 4人に 1人が外国籍もしくは帰化
していることがわかった。更に、ひとり暮らしは 35.0％、持ち家の割合は 65.1％、生活保







    表 3－8 東九条・陶化学区および山王学区における高齢者世帯の特徴 
 陶化 山王 備考 
ひとり暮らし 34.9％ 38.3％ 京都市平均 17.9％ 
持ち家に居住 31.2％ 29.0％ 京都市平均 78.6％ 
生活保護 20.6％ 項目なし 京都市平均 2.5％ 
在日コリアン 25.5％ 13.8％  
 








  日本人    N=135人 在日コリアン   N=44人 
年齢 79.3歳 77.8歳 
女性 65.7% 84.1% 








生活保護の受給 11.1% 50.0% 
教育年数 10.7年 5.2年 
幸福度 4.9 4.2 























































表 3－11 福祉関係者の既知の組合せ（文化的背景別） 
  日本人 コリアン 
民生委員○老人福祉員○専門職○ 12(9.2%) 1(2.3%) 
民生委員○老人福祉員○専門職× 32(24.6%) 4(9.1%) 
民生委員×老人福祉員○専門職○ 0(0%) 0(0%) 
民生委員×老人福祉員○専門職× 13(10%) 4(9.1%) 
民生委員○老人福祉員×専門職○ 7(5.4%) 5(11.4%) 
民生委員○老人福祉員×専門職× 18(13.8%) 5(11.4%) 
民生委員×老人福祉員×専門職○ 13(10%) 15(34.1%) 
民生委員×老人福祉員×専門職× 35(26.9%) 10(22.7%) 






















図 3－8 この一年間に自治会関連行事への参加経験 
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九条オモニ学校（1990）『国際識字年記念出版 オモニ学校 宝のくら』 
希望の家カトリック保育園・山王保育所（1987）『共に生きる喜び－地域に根ざした保育園 
の 20年』 












































第 4章 東九条におけるコミュニティ実践の集積 














































図 4-1 垣根が見られるエリア型コミュニティとテーマ型コミュニティの関係 
図 4-2 多元参加型コミュニティの形 
86 
 





















































                           
１）Weil によるとコミュニティ実践は①市民や市民団体の技術や能力を組織化を促進する、②
社会計画がよりコミュニティのなかで接しやすく包括的になされるようにする、③社会的経






































資料 4－1  山王学区における主な地域行事や集まり 
・町内一斉清掃 学区敬老会           
・稲荷祭など寺社の祭礼（敬神会） 
・愛の一言パレード（尐年補導委員会）     
・体育祭（体育振興会） 



























活動をおこなっている。2012 年 11 月現在、山王学区では民生委員（児童委員を含む）22
人、老人福祉員は 8名、陶化学区では民生委員は 18人、老人福祉員は 1人、東和学区では
民生委員が 16人、老人福祉員 7名が活動している。 



















































































































































域は南区であるが、1945年から 1980 年代までは同胞が約 5～6万人居住していたため、東
九条を南（七条）支部とし、西側を西（九条）支部という名称にした。現在、京都市南区












































































































1993 年 11 月陶化中学校グラウンドにおいて第 1 回目を開催、それ以後毎年実施されてお

































写真 4－1 東九条マダン 
 





























































































第 3章でみたように 4 ヶ町には 1960 年代から一人暮らし高齢者の問題が存在した。1968
年には 70歳以上の地域住民 60 人を対象に既に月 1回の「老人の集い」が開催されている。
1984 年に 4 ヶ町の単身高齢者の巡回訪問が 1985 年には 4 ヶ町の高齢者への配食活動が開
始される。老人巡回は現在も継続実施、65歳以上の 4ヶ町在住の高齢者宅を 6 人のスタッ
フでエリア分けして訪問、見守りをおこなっている。週数回から月１回の頻度で訪問して
おり、4ヶ町内の高齢者については概ね把握しているという。 




























































































































































































































































































































































































































































































＜第 4章 引用文献・参考文献＞ 
地域福祉センター希望の家（2010）『地域と共に 50 年－希望の家創立 50周年記念誌』 
東九条マダン実行委員会（2013）『第 20回東九条マダン報告書』 
藤井幸之助（2010b）「[資料紹介]民族まつり／マダンの系譜」『世界人権問題研究センター


















NPO 法人東九条まちづくりサポートセンター（2012）『東九条を知るために 増補版』 
NPO 法人京都コリアン生活センターエルファ（2006）『特定非営利活動法人京都コリアン生
活センターエルファ 5周年記念誌』 














Weil, M.O.& Gamble, D.N.：Community Practice Models. , Encyclopedia of Social Work, 
19th. Ed 577-594 (1995) 
Weil, O. M：Model Development in Community Practice: An Historical Perspective, 





第 5章 民族的体験の共有を基盤としたコミュニティ実践 

























                           





























                           
２）本章では 2008 年 7 月から 2009 年 3 月かけて NPO 法人エルファの理事長・ケアマネージャー2
名・スタッフ、およびモアネット前事務局長・現事務局長に対してそれぞれ 1 時間から 4 時間おこ
なったインタビューを主なデータ源とする。また、関連して東九条在住の外国人福祉委員 2 名、東
































（NPO法人エルファ理事長へのインタビュー 2008年 9月 11日） 
 
1960年代、東九条には現在の倍以上の多くの在日コリアンが暮らしていた。朝鮮総聯は






































第 3節 考察  
（１）在日１世のアイデンティティを支援する 
①民族的アイデンティティを取り戻す“ウリ式介護” 















5 枚ほど折り紙をわたされたもののそんなものをしたことがない。時間がきても K さん
1 人できていない。そこで職員が声をかけたところ一斉に参加者全員が K さんをみた。
そのときに、若い頃日本にきて、日本語がしゃべれなくてつらかった体験が急によみが
えりパニックになった。」 






































                           





























も知らない 2 世 3世が増加、また自分の出自や朝鮮の文化、民族性を回避する傾向が生ま
                           
５）2005 年 3 月 24 日の第 1 回口頭弁論に際して原告団団長である玄項任から提出された意見
陳述書より 











     図 5－1 朝鮮総連の構成員数および朝鮮学校の児童・生徒数の推移 
 
朝鮮日報 2013年 10月 31日 
 




取った。東九条で国籍・ルーツを問わない民衆文化活動を 23 年間続けている。朴実は 20
歳ぐらいまで字の読めないオモニを見下げ、第１子が生まれるまで朝鮮文化そのものを避
けてきたという。しかし、父親となり、自らのアイデンティティを問うなかで「朝鮮その
もの」である１世のオモニに行き着いた。「（3 世 4 世に）人間が生きてきた大切なものを
伝える拠点」の必要性を訴えている。 
NPO法人エルファのケアマネージャーは以下のように語る。「一番自分らしく生きている




































表５－１ NPO法人エルファの過去 5年間の多文化共生事業受益者 
 講義受講者 研修受入数 介護研修受入数 
2009年度 1935名 283名 186名 
2008年度 887名 502名 191名 
2007年度 1966名 517名 136名 
2006年度 1745名 386名 490名 
2005年度 2175名 478名 
事業報告書より筆者作成 
 






















げを支援、当初より中国帰国者 2 世 3 世らのホームヘルパー2 級取得にむけた勉強会を共
催したり、中国帰国者 2世の研修をエルファの事業所で受け入れるなどをおこなっている。 
現在、「夕陽紅（シーヤンホン）の会」は月 1 回、太極拳をアレンジした体操や二胡な












































年は 1年間に延べ人数で 200人前後に対して相談・支援をおこなっている。 
具体的な活動の内容としては①介護保険や生活保護など福祉サービスなどの紹介指導、
②生活・生きがいなどについて相談、③健康保持・健康増進など、④関係機関との連絡調
整、⑤緊急時対応である。2010 年度では安否確認が 116 回、生活相談が 71回、生きがい








































                           















 図 5－1 モアネットへの相談件数     図 5－2 外国人福祉委員の活動回数 
   
 






図 5－4 生活・域外に関する相談の内訳（2009 年度） 
 
図 5－1、2、3、4 事業報告書より筆者作成 
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第 6章 団地コミュニティの絆を基盤としたコミュニティ実践 



























                           










1970 年代前後には世帯数が 1982 年まで水道・電気が敶設されず、高瀬川と鴨川の間、
一部川の上部に家があるため台風・大雤で鴨川が増水すれば玄関まで川面があがる環境に
1972 年のピーク時で 200 世帯、600 人近く居住していた。1996 年に市営住宅が建設され、
正式な町（東松ノ木町）と認められるまで、「不法」占拠地として 40番地は存在した。 
 
 写真 5-1 1980年代の 40 番地 
 





 写真 5-3 現在の東松ノ木団地（東側から） 
 
写真 5-4 現在の東松ノ木団地（西側から） 
 




















調査委員会 1993）。住民組織である 40 番地自治会は HEATを想定しながら京都市に対して
単なる住宅管理事業にとどまらない生活支援事業が強く要望した。通常、京都市市営住宅






表 6－1 団地移転にともなう自治組織及び支援団体の変化 
 1980年代半ば ～ 1999年 2000年 ～ 2007年 





















地域における課題 ・ 住環境の改善 
・ 地域差別・民族差別 
 

































年にかけて公営住宅が建設され、総数 86 戸うち 83 世帯が入居、156 人が居住する（2012
年 6月現在）。ここには 40番地に隣接した南松ノ木町住民の 5世帯や入居者の死去にとも
ない一般公募に応募した住民も 21世帯入居している（2011年 4月現在）。 
高齢化率は 41％、年々体調を壊す住民が増え、しかも、ほとんどが 1人暮らしもしくは

















表 6－2 NPO法人による東松ノ木団地生活支援事業の内容 
























































① A さん 




































のぞみの園に入居した。しかし入居後 1年がたった 2月に、97 歳で息をひきとった。 



































がなくなり、2010 年 4月に自宅でヘルパーに見守られながら 95歳で息を引き取った。 
2008 年春にインタビューした際にＢさんは以下のように語っていた。「もう尐し元気に











 Ｂさんは一人で自由に何十年と 40 番地で生きてきた。90 歳を越えても自転車で京都市




③ C さん 
 Ｃさんは、長らく 40 番地において一人で暮らしてきた男性である。2006 年にお会いし
た時には 68 歳であった。ひょうひょうとしたその姿はとても印象的だからか、40 番地に
関する写真集やテレビ報道などで見ることができる。 




































































































                           














































































































































                           































                           










「他にもっと困っている人がいる」という声もある。第 3 章でみたように東九条には 7
カ所に公営住宅がある。うち 3カ所は 2000 年以降に東松ノ木同様、戦後長らく低位な住環
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表 7－2 実践主体別の価値・役割・課題 




価値 住民自治 尊厳 人権保障 
役割 コミュニティ形成 アイデンティティ支援 生活支援 
特有の課題 範域による囲い込み 純血主義 パターナリズム 


























































































写真 7-2 マダンセンター 
  
 





資料 7－1 東九条 CAN フォーラム設立趣旨文（一部） 
































２  基本方針 
地域・多文化交流ネットワーク促進事業の業務受託者（以下「受託者」という。）は，次に掲げ 
る基本方針に基づき業務を遂行すること。 
⑴  事業の目的を達成するために，常に的確な業務の遂行に努めること。 
⑵  業務の実施に当たって，地域住民，各種団体，関係機関等と緊密な連携の下で， 
 必要な調整を行うこと。 
⑶  民間のノウハウを活用した効果的な業務の実施に努めること。 
⑷  個人情報の厳格な管理のために万全の体制を整備すること。 
３  前提条件（略） 
４  業務委託の基本的要件（略） 
５ 事業内容等 
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